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 (百万円未満切捨て) 

１．平成27年10月期の連結業績（平成26年11月１日～平成27年10月31日） 
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年10月期 41,131 12.0 4,933 43.3 5,689 39.0 4,194 70.4 
26年10月期 36,735 21.1 3,443 62.5 4,094 43.4 2,460 39.6  

(注) 包括利益 27年10月期 6,127 百万円( 52.4 ％)  26年10月期 4,019 百万円( 2.5 ％) 
  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

27年10月期 91.38 ― 9.8 9.4 12.0 
26年10月期 54.37 ― 6.4 7.5 9.4  

(参考) 持分法投資損益 27年10月期 529 百万円  26年10月期 409 百万円 
    

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年10月期 64,051 49,466 71.1 992.63 
26年10月期 57,576 44,029 70.2 880.67  

（参考) 自己資本 27年10月期 45,563 百万円  26年10月期 40,413 百万円 
    

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

27年10月期 3,620 △2,324 172 10,220 
26年10月期 2,805 △1,184 1,043 8,747 

  

 
  

２．配当の状況 

 
年間配当金 

配当金総額 
(合計) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

26年10月期 ― ― ― 10.00 10.00 461 18.4 1.2 
27年10月期 ― 5.00 ― 7.00 12.00 553 13.1 1.3 
28年10月期  
(予想) ― 6.00 ― 7.00 13.00  ―  

 
(注)   26年10月期  期末配当金の内訳  普通配当 5円00銭  記念配当 5円00銭 
  
    

３．平成28年10月期の連結業績予想（平成27年11月１日～平成28年10月31日）  
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 25,000 16.1 2,300 △17.4 2,700 △13.6 1,800 △29.2 39.21 
通 期 52,700 28.1 4,600 △6.8 5,400 △5.1 3,500 △16.5 76.25    



※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 
 

  新規 ―  社 (社名)  、 除外 ― 社 (社名)  
  

 
  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 
  

(注) 詳細は、添付資料P.15「３．連結財務諸表 (6)会計方針の変更」をご覧ください。 
  

（３）発行済株式数（普通株式） 

 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年10月期 51,849,917 株 26年10月期 51,849,917 株 

② 期末自己株式数 27年10月期 5,947,940 株 26年10月期 5,960,363 株 

③ 期中平均株式数 27年10月期 45,896,842 株 26年10月期 45,256,377 株 
  

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、従業員持株会信託型ESOPの保有する当社株式
数が含まれております。 

  

(参考) 個別業績の概要 
１．平成27年10月期の個別業績（平成26年11月１日～平成27年10月31日） 
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年10月期 29,593 15.4 3,682 57.6 4,071 53.9 3,316 96.2 
26年10月期 25,644 21.7 2,336 68.1 2,645 30.5 1,690 21.4 

  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

27年10月期 72.08 ― 
26年10月期 37.24 ― 

  

 
  

（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 % 円 銭 

27年10月期 46,400 37,795 81.5 821.48 
26年10月期 41,685 33,703 80.9 732.76  

(参考) 自己資本 27年10月期 37,795 百万円  26年10月期 33,703 百万円 
  

  
 ２．平成28年10月期の個別業績予想（平成27年11月１日～平成28年10月31日）  

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり     当
期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 18,800 19.4 2,100 △17.0 1,600 △29.1 34.78 
通 期 40,500 36.9 3,700 △9.1 2,600 △21.6 56.51 

  

 
  

※ 監査手続の実施状況に関する表示  
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、 
金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 
 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的で 
あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項については2ページ「1.経営成績 
（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

（1）経営成績に関する分析 

 

  ①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、為替円安を背景とした訪日外国人旅行者需要の後押しによ

り非製造業を中心に業況押し上げがみられるものの、新興国経済の減速感と金融市場の混乱がマイナ

ス材料となり、輸出を中心とする製造業で伸び悩みがみられるなど、依然力強さを欠く状況です。ま

た、世界経済も、先進国経済のゆるやかな回復が見込まれる反面、新興国経済減速による下振れリス

クは高まっており、景気回復のシナリオには慎重な見方が強まっています。 

さて、農薬業界を取り巻く情勢は、中国の需要増期待などがあるものの、米国での順調な生育状況

や潤沢な世界在庫量などを背景に、大豆・とうもろこしなどの穀物価格は引き続き値を下げています。

穀物価格相場の影響などを受けた作付け作物の変動などを含めて、今後の動向を注視していく必要が

あります。 

化成品業界においては、不安定な世界経済情勢を背景に、依然として本格的な回復には至っておら

ず、今後の経済環境を見極めながら対処していく必要があります。 

このような状況のもと、創業５０周年目を迎えた第５１期は、主要顧客・調達先との戦略的パート

ナーシップの構築推進、並びに顧客価値実現に向けた「事業領域の拡大を基盤とした事業確立の推

進」をベースに、販売予測を反映した調達・設備投資の最適化や、調達・生産面での継続的な原材

料削減努力により既存製品及び新製品の採算性を強く意識した取組みの推進強化に努めました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比 12.0％増の 411億 3千 1百万円とな

りました。 

収益面では、農薬事業における近年上市した海外向け畑作用除草剤の需要増により、経常利益は、

前連結会計年度比 39.0％増の 56億 8千 9百万円となりました。当期純利益は、開発品の知的財産権

譲渡にともなう特別利益の計上により、前連結会計年度比 70.4%増の 41億 9千 4百万円となりまし

た。 

 

②当期のセグメント別の状況 

〔農薬事業〕 

除草剤、殺菌剤、その他、農薬原料を主とした農薬事業につきましては、既存剤の増加に加え、近

年上市した海外向け畑作用除草剤、国内外向け水稲用除草剤、海外向け植物調整剤の拡販により当事

業の売上高は、268億8千7百万円（前連結会計年度比17.8％増）、セグメント利益は48億5千7百万円（前

連結会計年度比43.5％増）となりました。 

 

〔化成品事業〕 

トルエン・キシレン系化学品、精密化学品、産業薬品を主とした化成品事業につきましては、樹

脂原料等の増加により、当事業の売上高は、127 億 9 千万円（前連結会計年度比 2.5％増）、セグメ

ント利益は 8億 3千 7百万円（前連結会計年度比 4.6％減）となりました。 

 

③次期の見通し 

わが国経済は、個人消費に持ち直しの兆しが現れる一方、中国の景気減速に伴う影響は実体経済

面にも波及し、外需では、新興国における自動車需要やインフラ投資、世界的なスマートフォン需

要の減速などにより、輸出が依然力強さを欠く状況であり、これを受けた設備投資には、様子見姿

勢がみられるなど、日本経済は踊り場にある状況です。また、世界経済に目を移しても、中国をは

じめとした新興国経済は、総じて構造的問題や資源価格の下落が成長を抑制しており、当面は現状
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のような先進国中心の緩慢な拡大が続く可能性が高いと考えられます。 

かかる状況下で、当社グループといたしましては、新中期経営計画の基本方針のもと、今後の持

続的成長・中長期的な企業価値向上に向け、既存事業の利益最大化の実現はもとより、事業領域拡

大戦略の確実な遂行により新規事業創成につなげるための基盤整備ならびに、安全操業の更なる徹

底・強化を含む、当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の整備に取り組み、顧客、

株主・株式市場、社会・環境、従業員に、より高い価値を提供することを通じて、社会全体の発展

に貢献すべく、常に挑戦・改革の意識を持って不断の努力を重ねてまいる所存でございます。 

次期の連結業績予想につきましては、売上高 527 億円、営業利益 46 億円、経常利益 54 億円、親

会社株主に帰属する当期純利益 35億円を見込んでおります。 

また、為替レートは 1ドル=120円、1ユーロ=135円を想定しております。 

 

（2）財政状態に関する分析 

  ①当期の資産、負債および純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の資産および負債、純資産につきましては、以下のとおりであります。 

資産は、現金及び預金ならびに受取手形及び売掛金、投資有価証券等の増加により、前連結会計年

度比 64億 7千 4百万円増加し、640億 5千 1百万円となりました。 

負債は、短期借入金や繰延税金負債等の増加により 10億 3千 6百万円増加し 145億 8千 4百万円

となりました。 

純資産は、494億6千6百万円となり、自己資本比率は71.1％と前連結会計年度比0.9ポイント増加しま

した。 

 

②当期のキャッシュ・フローの状況に関する分析 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加による資金の減少はありましたが、税金等

調整前当期純利益および減価償却費等により、36億 2千万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により 23億 2千 4百万

円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加や、長期借入による収入等により 1億 7

千 2百万円の収入となりました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末残高に比べ14億7千3

百万円増加し、102億2千万円となりました。 

 

＜キャッシュ･フロー関連指標の推移＞  

 24年10月期 25年10月期 26年10月期 27年10月期 

自己資本比率（％） 71.2 70.9 70.2 71.1 

時価ベースの自己資本比率（％） 37.2 65.1 89.7 106.4 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.4 -  0.3  0.5 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 245.9 - 198.3  224.9 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 
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（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。 

（注５）平成25年10月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率およびインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシュ・フ

ローがマイナスのため記載を省略しております。 

 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主への利益還元を重要な課題の一つと考え、配当政策については、安定配当の継続を

基本とし、業績動向及び今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を総合的に考慮し決定す

る方針を採っております。 

内部留保金につきましては、研究開発投資、設備投資等企業体質の強化と将来の事業展開に向け

て効率的に活用し、企業価値の一層の増大に努めてまいります。 

また、自己株式の取得・活用を通じて株式価値の向上に資するよう努めてまいります。 

なお、当期末の配当につきましては、1 株につき 7円の普通配当といたしました。 

次期の配当について、1株につき13円の普通配当（中間配当6円、期末配当7円）を予定しています。 

 

（4）事業等のリスク 

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性があ

る事項には、以下のようなものがあります。 

ただし、これら事業等のリスクは、当連結会計年度末現在において判断したものであり、全てを網

羅したものではありません。 

①経済状況 

当社グループが製品販売及び原材料、商品購入している国の経済状況あるいは顧客企業の業績状況

の変化等により需要の減少、値下げ要求、購入価格の値上げが発生した場合、当社グループの経営

成績ならびに財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

②為替変動 

当社グループの当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の高い割合を占めており、当社

グループは為替相場の変動によるリスクを回避する目的で出荷時為替予約、円建輸出取引を実施し

ておりますが、すべてのリスクを回避することは不可能であり、為替相場の変動は、当社グループ

の経営成績ならびに財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

③原材料価格の変動 

当社グループが使用する主要原材料は原油を基礎原料としているため、原油価格については中東情

勢・需給バランス等の様々な要因により変動しますので、原油価格の上昇に伴う原材料価格の上昇

は、当社グループの業績に悪影響をおよぼす可能性があります。 

④研究開発 

当社グループは、新製品の上市、新技術の確立を目指して、積極的に研究開発を行っております。

当社グループの研究開発は、新農薬の合成および次世代事業の創生のための探索研究を含んでいる

ため、研究開発期間が長期化する場合があります。また、新製品の開発、新技術の確立が遅延した

り断念せざるを得ない場合には、当社グループの経営成績ならびに財務状況に悪影響をおよぼす可

能性があります。 

⑤地震等の自然災害 

当社グループの生産拠点は静岡県に集中しており、東海地震の対象地域となっております。当社グ

ループでは、地震対策として設備等の耐震構造の強化を実施しておりますが、地震が発生した場合

には、生産活動の停止および設備の破損等により、当社グループの業績に悪影響をおよぼす可能性

があります。 

  

イハラケミカル工業株式会社(4989)平成27年10月期決算短信

－4－



 

２．経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 
当社は、「人と自然のニーズに応え、新しい価値の創造を通じ、豊かな人間社会の実現に貢献する。」

を経営理念とし、メーカーとして社会に有益な製品を開発・生産し、これを供給することを通じて社

会貢献できるよう努めております。 

当社は、長年培ってきた有機合成技術を基にグローバルな市場を対象に農薬原体、医・農薬中間体

及びアミン類を中心とした事業を展開し、高収益企業グループを目指してまいります。 

 

（2）目標とする経営指標 

当グループは、安定かつ効率的な企業成長を目指し、収益性を重視した経営を行っております。具

体的には、売上高営業利益率及び総資本営業利益率を経営の重要な指標と位置づけて、今後も企業価

値の向上に努めてまいります。 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社グループにおける農薬事業につきましては、世界的には人口増加や新興国経済の発展を背景と

した農産物需要の増大から、農産物生産は引き続き伸長が期待できると考えられます。一方、国内農

薬市場は、TPP交渉に合意するとともに、「チャレンジする農林水産業経営者」が活躍できる環境整備

により、６次産業化や輸出促進をはじめ、付加価値を高める新商品の開発や国内外の市場における需

要開拓などを進める施策が府省連携で進められようとしております。しかしながら、農業従事者の高

齢化、後継者不足、耕作放棄地の増加、農産物価格低迷による農家収益の低下などの構造的課題の改

善は進んでいない状況です。こうした状況に鑑み、農薬需要増の期待できる海外市場である、中国・

インドを中心としたアジア市場及び北米・南米市場での販売増による事業最大化を目指し、農薬共同

事業（以下、「KI 剤共同事業」という）におけるパートナーであるクミアイ化学工業株式会社との開

発・販売計画の共有化に基づき、農薬原体供給の最適化を進める必要があります。 

化成品事業につきましては、法規制の強化や市場のグローバル化に伴う顧客の海外移転などの環境

変化への迅速な対応が必要と考えられます。 

当社グループは、こうした課題認識のもと、持続的成長と中長期的な企業価値向上に向け、以下の

経営戦略を遂行して参ります。 

 

１．当社グループの経営戦略（中期経営計画基本方針） 

最重要事業である KI剤共同事業・化成品事業（有機中間体・精密化学品・ウレタン硬化剤・産業薬

品）最大化の遂行に加え、同事業で培った有機合成技術とグローバル調達拠点網を駆使した事業領域

拡大により、顧客価値を実現する成長戦略を遂行し、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価

値向上を図る。 

また、「ステークホルダーとの調和ある持続的成長」を強く意識し、最優先事項と位置付けた安全操

業の徹底と内部統制の確実な運用における社会的責任の遂行により、持続可能な社会づくりの一翼を

担う。 

２．当社グループの中期経営計画の実現に向けた「2つの重要経営課題」とこれを解決する「実行計画」 

 

重要経営課題 1：既存事業最大化と事業領域拡大による新規事業展開 

◇既存事業の最大化・最適化 

農薬事業 

クミアイ化学工業株式会社との確実な連携による当該中期 3 ヶ年の業績牽引役である畑作用

除草剤ピロキサスルホンをはじめとする KI剤共同事業の利益最大化の実現。 

化成品事業・その他 

世界が求める価値を提供する塩素化事業の確立と、精密化学品・産業薬品・ウレタン硬化剤・
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バイオ・排水処理関連の各事業における新規市場の開拓による継続成長への取り組み。 

 

◇新規事業創成に向けた基盤構築ならびに具体的施策 

① 農薬事業における自社品目の拡大 ： 

クミアイ化学工業株式会社との連携による他社との合弁事業も視野に入れた、中国農薬市場を

メインターゲットとした販売展開に加え、市場規模の拡大が期待できるインドを含む東・東南ア

ジア市場への展開も検討する。 

② 新規ウレタン硬化剤の製造販売 ： 

環境負荷低減を実現した硬化剤の開発とそのウレタンシステムの製造販売。 

③ 機能材料分野への新規参入 ：  

イハラオリジナル化合物の開発による機能材料分野への参入。 

④ 新分野における製品開発 ： 

食糧増産や環境などの社会的テーマを背景とした事業分野におけるイハラオリジナル製品や、

新機能を有する製品の開発による製造販売。 

 

重要経営課題 2：持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けた社会的責任の遂行 

当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の整備と、この確実な実践（PDCA）に

より、持続的成長と中長期的な企業価値向上を図るための基盤を構築し、顧客、株主・株式市場、

社会・環境、従業員に、より高い価値を提供することを通じて、社会全体の発展に貢献する。 

◇コーポレートガバナンス体制の刷新 

◇内部統制システム基本方針に基づく体制整備と確実な実践 

◇最優先事項と位置付けた安全操業の徹底と組織連携による外部調達体制の拡充 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基

準で連結財務諸表を作成する方針であります。 

なお、国際財務報告基準（IFRS）適用時期等につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に

対応していく方針であります。 
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(5) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲

げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を

使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連

結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。 

 この結果、当連結会計年度の期首の投資その他の資産「退職給付に係る資産」が23百万円増加し、固定負

債「退職給付に係る負債」が13百万円減少し、利益剰余金が23百万円増加しております。また、当連結会計

年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（7） 追加情報 

（従業員持株会信託型ＥＳＯＰに係る会計処理） 

当社は、平成26年３月12日開催の取締役会決議により、「イハラケミカル工業グループ従業員持株会」

（以下、「持株会」といいます。）を活用し、中長期的な企業価値の向上を目的として、従業員インセンテ

ィブプラン「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」（以下、「本制度」といいます。）を導入致しました。 

①導入の目的 

   本制度は、福利厚生の一環として、当社ならびに当社グループ会社社員（以下、「当社グループ社員」

といいます。）の安定的な財産形成を促進するにあたり、当社グループ社員の勤労意欲や会社経営への参

画意識を高め、その結果として、当社の企業価値の向上を図ることを目的としております。 

 ②本制度の概要 

   本制度は、当社が持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託（以下、

本信託といいます。）を設定し、本信託は今後４年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株

式を借入により調達した資金で一括して取得いたします。なお、当社は本信託の当該借入に対し補償を行

います。本制度導入後、持株会による当社株式の取得は、本信託より行います。持株会による当社株式の

取得を通じ、本信託に売却益相当額が累積した場合には、これを残余財産として受益者要件を充足する当

社グループ社員に対して分配します。一方、株価の下落により本信託が借入債務を完済できなかった場合

には、当社が借入先銀行に対して残存債務を弁済します。その際、持株会に加入する当社グループ社員が

その負担を負うことはありません。 
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  ③信託に残存する自社の株式 

    信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部

に自己株式として計上しております。当連結会計年度末において、当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、95百万円、115千株であります。 

  ④総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

    当連結会計年度末において、88百万円であります。 

 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 

  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）および「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度か

ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は、従来の34.8％から平成27年11月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異等については32.3％に、平成28年11月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等については31.6％に変更されております。この結果、繰延税金負債（繰延税金資産を控除した金額）

は204百万円減少しております。法人税等調整額は91百万円、その他有価証券評価差額金は297百万円それぞ

れ増加し、退職給付に係る調整累計額は1百万円減少しております。 

 

(8) 連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

１. 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

当社グループは、有機化学工業品の製造、販売を主事業とするメーカーであり、製品及び商品の用途別に

国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を行っております。したがって当社グループは製品及び商

品の用途を基礎とした事業別セグメントから構成されており「農薬事業」「化成品事業」の２つを報告セグ

メントとしております。 

「農薬事業」は、農薬原体及び農薬関連剤の製造、販売を行っております。「化成品事業」は、医薬等の

有機中間体、ウレタン用架橋剤等のアミン類、防腐剤、防臭剤等の製造、販売を行っております。 

 

２.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失等の金額の測定方法 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。 
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３.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成25年11月１日  至  平成26年10月31日）      

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸
表計上額 

農薬事業 化成品事業 計 

売上高       
 

  外部顧客への売上高 22,817 12,477 35,295 1,439 36,735   － 36,735 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

－ 28 28 695 723 △723 － 

計 22,817 12,506 35,324 2,134 37,459 △723 36,735 

セグメント利益 3,386 877 4,264 56 4,320 △876 3,443 

（注）1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファフィア酵母等の飼料用添
加剤、工業薬品類等の製造、販売等を行っております。 

2. セグメント利益調整額△876百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費
用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

3. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自  平成26年11月１日  至  平成27年10月31日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸
表計上額 

農薬事業 化成品事業 計 

売上高       
 

  外部顧客への売上高 26,887 12,790 39,678 1,452 41,131   － 41,131 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

－ 32 32 838 871 △871 － 

計 26,887 12,823 39,711 2,291 42,002 △871 41,131 

セグメント利益 4,857 837 5,695 90 5,785 △852 4,933 

（注）1. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ファフィア酵母等の飼料用添
加剤、工業薬品類等の製造、販売等を行っております。 

2. セグメント利益調整額△852百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費
用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

3. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

１株当たり純資産額 880.67円 

 

  
１株当たり純資産額          992.63円 

１株当たり当期純利益金額 54.37円 
 

１株当たり当期純利益金額        91.38円 

    

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

    ２．株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託型ＥＳＯＰに残存する自社の株式につ

いては、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

ります（前連結会計年度135千株、当連結会計年度121千株）。 

    また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（前連

結会計年度130千株、当連結会計年度115千株）。 

     

 ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度末 
(平成26年10月31日) 

当連結会計年度末 
(平成27年10月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 44,029 49,466 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 3,615 3,903 

（うち少数株主持分） （3,615） (3,903) 

普通株式に係る純資産額（百万円） 40,413 45,563 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 
（千株） 

45,889 45,901 

 

 

４．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成25年11月１日 
 至 平成26年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年10月31日) 

当期純利益（百万円） 2,460 4,194 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,460 4,194 

普通株式の期中平均株式数（千株） 45,256 45,896 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動 
役員の異動につきましては、本日開示の 「役員の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

                                     以上 
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